
【職業実践専門課程認定後の公表様式】

昼夜

有

■クラス担任制： 有

資格・検定名 種 受験者数 合格者数

映像音響処理技術者 ③ 　　44人 　　　21人

人
人
人
％

■卒業者に占める就職者の割合

％

（令和 4

7 名 5 ％

■中退防止・中退者支援のための取組
個別面談・保護者との連絡、特別補講等を基本的な対応とし、健康上の理由や学校生活への不適応等の踏み込んだ課題には、医療機関の紹介、保護者面談やスクー
ルカウンセラーの紹介等で対応している。案件によっては、教育指導方法や適切な対応を行うため、教員が事前にスクールカウンセラーと面会し、指導に関して助言等を
受けている。経済的な問題に関しては奨学金等活用や授業料の延納分納対応をしている

令和4年4月1日時点において、在学者132名（令和4年4月1日入学者を含む）
令和5年3月31日時点において、在学者125名（令和5年3月31日卒業者を含む）
■中途退学の主な理由

進路変更、健康上の理由、経済的問題、学校生活への不適合等

就職等の
状況

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容
学校の就職対象者に対する指導以外に、学科の就職担当の
や担任による個別指導を重視。キャリアカウンセラーの模擬
面接を希望者へ実施。
■卒業者数 46
■就職希望者数 45

■主な就職先、業界等（令和2年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

■国家資格・検定/その他・民間検定等
テレビ放送業界を中心に、業界の関連企業への就職
株式会社ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞ、ﾇｰﾍﾞﾙｷｬﾘｱ株式会社、株式会社日放、他

（令和4年度卒業者に関する令和5年5月1日時点の情報）

・進学者　　　　　　　　　　　　1人
・帰国（留学生） 　　　　　　　0人
・その他　　　　　　　　　　　　1人

年度卒業者に関する令和4年5月1日時点の情報）

■就職者数 42
93■就職率　　　　　　　　　　：

： 91.3 ※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当する
か記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの

③その他（民間検定等）

■自由記述欄

■その他

長期休み
卒業・進級

条件

進級：必修科目を含む修得単位数が 38単位以上
卒業：必修科目を含む修得単位数が 66単位以上

学修支援等 課外活動

■課外活動の種類
・スタジオや機材展示会の見学
・コンテスト等の応募作品の制作

■サークル活動： 有

■夏　 季：8月1日～8月31日
■冬　 季：12月25日～1月5日
■学年末：3月20日～3月31日

■個別相談・指導等の対応
担任による個別面談を全員に実施。そ
の他は随時対応。

学期制度 成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法

160人 122人 0人 6人 18人 24人

■前期： 4月1日～9月30日
■後期：10月1日～3月31日

定期試験、出席、演習、課題等の総合評価

0時間 0時間
単位時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

２年 昼間
1700単位時間 782時間 136時間 1394時間

認定年月日 平成26年3月31日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

工業 工業専門課程 放送映像学科
平成22年文部科学省

告示第31号

学科の目的
実習を多く取り入れる授業を編成し、実際に働く現場で通用する知識や技術を習得することにより、テレビ番組制作等の現場において即戦力となる人材
を育成することを目的としている。

03-3686-0411
分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人読売理工学院 昭和45年1月31日 松井　敏宏
（電話）

〒112-0002
東京都文京区小石川　1-1-1

読売理工医療福祉専門
学校

昭和51年6月1日 水落清治
〒112-0002
東京都文京区小石川　1-1-1

（電話） 03-3686-0411

（別紙様式４）

令和5年7月31日※１
（前回公表年月日：令和4年7月31日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地



（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映
した内容を公表することが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意
し、それぞれ、「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留
年」「資格取得」などを希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をい
います。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の
者、留学生、聴講生、科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職
者とはしません（就職したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と
同時に受験資格を取得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的
な学修成果（例えば、認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有
①学費支援制度（新入生対象）
　　　経済的な事情で進学を諦めなければならない状況にある、勉学意欲があり本校への入学を強く希望している方で、世帯年収の目安が
500万円以下の方を対象に選考し入学時納付金の一部を免除する制度。
②小林與三次記念育英奨学金制度
　　　　経済的な事情で修学を諦めなければならない状況にある、勉学意欲があり学業の優秀な本校の在校生を対象とした奨学金制度
③留学生対象推薦入学学費減免制度
　　　私費留学生が出願時に日本語学校の推薦を受けている場合に入学時納付金の一部を減免する制度
④留学生特別奨学金制度
　　　出席状況が優良な私費留学生に対して奨学金を支給する制度

■専門実践教育訓練給付：　　　　非給付対象

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　無
※有の場合、例えば以下について任意記載

（評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページＵＲＬ）

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ
http://www.yomiuririkou.ac.jp/course/tv/

http://www.yomiuririkou.ac.jp/course/tv/


種別

①

③

（年間の開催数及び開催時期）

就職状況に関し、現状の傾向として、昨年より上向き堅調。求人件数も昨年の年間累計を現状の求人数が迫る勢い。各企業より学
校へ出向き直接の引き合いも多数あるほか、二次募集三次募集の求人票も増加傾向旨報告。委員からは各数値の上昇に関し、働
き方改革が功を奏している。特にも派遣業務においては定着率の向上に寄与していると感じるため引き続き尽力願いたい旨回答が
あった。また業界全体が新しい流れに突入し、将来性未来性を感じるいい時代になってきたのではなかろうか。特定地域や日本だけ
でなく、海外でも活躍できる人材を輩出していただきたい旨発言があったため日々の指導に生かす旨回答した。

【開催日時（実績）】
令和4年度第2回　令和4年11月18日（金）　16：00～17：00
令和5年度第1回　令和5年  7月20日（木）　16：00～17：00

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針

企業等と連携し、最新の技術を教育に取り入れる事と、読売グループの一員として、番組制作会社との間で就業体験を中
心とするインターンシップを行い、卒業後、放送業界で就業できる教育を行うことを基本方針としている。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

校長の下に教育課程編成委員会を置き、校長を委員長として業界団体や有識者、企業関係者の外部委員と当該学科の学
科長ならびに事務局長を委員として選出し、年に２回以上開催し、学科の教科構成や実習・演習の内容はもちろん教員研
修等について、外部委員の意見をもとに当該学科の実践的な職業教育の実施に向け、必要なカリキュラムの改善案を教
務で検討し校長に報告、カリキュラムに反映させる。
（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

羽場　宏祐
株式会社インターナショナルクリエイティブ

最高顧問

　令和5年4月1日
　～令和6年3月31日（1年）

令和5年4月1日現在

名　前 所　　　属 任期

毛塚　善文
日本映画テレビ技術者協会

常任理事・事務局長

　令和5年4月1日
　～令和6年3月31日（1年）

水落　清治
読売理工医療福祉専門学校

校長

　令和5年4月1日
　～令和6年3月31日（1年）

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

160人

業等の人材ニーズを活かしつつ、放送業界の現場で必要となる実践的かつ専門的な能力を育成するため、実習・演習等の
授業において、企業等との組織的な連携を通じ、最新の技術動向が反映された技術・技能を教育する。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

最も実践的な実習・演習等の場として、企業等との間でインターンシップ制度を設けている。これは、就業体験を中心とする
企業研修制度であり、履修単位として認定している。
連携企業と専任教員が連携し課題・進行・指導方法などカリキュラムやシラバスの作成し、連携企業からの教員が実務に
近い授業進行と指導ならびに評価を行うこと実践的な知識が身付くと共に学修成果達成度の向上に期待できるとともに、
連携授業を通して企業から指摘された点の改善を図っている。

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

高橋　栄樹
読売理工医療福祉専門学校　放送映像学科

学科長

　令和5年4月1日
　～令和6年3月31日（1年）

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載するこ
と。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合には、種別の欄は空欄で構いません。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年２回(７月、１１月)毎年7月頃に前年度の検証を行い、11月頃に次年度の方針を決定していく方針で、年2回開催する。



・メディア4媒体とインターネット　広告収入の推移とコンテンツの多様化におけるTV業界についての研修
　日時：令和5年3月30日
　場所：読売理工医療福祉専門学校　301教室
　主催：株式会社インターナショナルクリエイティブ
　内容：メディア4媒体とインターネット　広告収入の推移とコンテンツの多様化におけるTV業界の動向
　参加者：6名

・スタジオ運用技術の研修
　日時：令和5年6月27日
　場所：日本テレビ放送網　生田スタジオ
　主催：読売理工医療福祉専門学校
　内容：スタジオ運用技術全般とスタジオセットや小道具など美術について
　参加者：3名

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名「LGBTQについて」（連携企業等：スクールカウンセラー 半田 茂 先　）
期間：令和5年3月10日（金）
内容：LGBTはいないのではなく周囲に言えない、「Q」とは何か、性的マイノリティとLGBTQの違い、性同一性障害とトランス
ジェンダーの違い、といった基本的な理解を統計等の資料を基に促し、どのような言葉や態度が相手を傷つけてしまうの
か、多様性を尊重した世の中とはどのような社会なのか等の話があった。

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

　教員として所属学科の実践的な職業教育を行うために必要な実務、学術的知識、教育方法について絶えず新しい情報に
触れ教員自らが自己研鑽に務めることが重要である。教員の能力向上を適切に評価し企業へ出向く研修や教育指導の改
善や企業を招き行う研修会などについて計画的に実施するため、本校では、読売理工学院管理運営規則第12条で定め
た、教職員研究助成規定で「学院に勤務する教職員（専任、特別契約教員）で本学院教育の向上に資する学問・技術の研
究又は教育行政上の研究を行おうとする者に対して助成を行うこと」。教員研修規定で「担当学科分野における実務に関す
る知識、技術、技能をはじめとし、授業や学生指導など教育全般にわたる能力向上を図るため、組織的に位置づけられた
研修機会を確保し、計画的に受講すること」と定め、これら規定により年度計画に合わせ予算に計上し校長指示により研修
が実施される。学科長又は教員自らが自己研鑽を目的に研修・研究の実施を希望する場合も同様に校長が判断をする。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

ノンリニア編集

映像編集の実技を通して基礎の編集技術を身につけ、映像への興味と感性を
養う。また、テレビ業界の現役編集者の実技指導によって、より実践的な技術と
知識を学ぶとともに、編集の楽しさとやりがいを知り、専門職への興味を持たせ
る。

日本ＴＶ映像株式会社

テレビ音声
テレビ音声の役割を理解させ他の部署との協調性を常に保つよう指導
して1年間で音声の基礎と機器の操作方法を習得させる。

株式会社Ａ＆Ｎ ＰＲＯ

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

音声実習
テレビ番組においての音声の収音方法について、基本的な機器操作や技術を
修得させる。担当教員の経験から各種番組のノウハウを分かり易く説明し、全
員が音声を担当しても困らない程度の技術と知識を持った人材を育てる。

株式会社Ａ＆Ｎ ＰＲＯ

スタジオ実習Ⅱ
スタジオでの番組制作について実践を通して学ぶ。様々なジャンルの番組を制作していく中で、番
組制作のノウハウを学び、応用力を付ける。対談番組ではサイズやカッティングの基礎、バラエ
ティーではアドリブ性やハプニングに対する対応、音楽番組では照明・音のチームワークやバラン
ス・サイズ等の構図、料理番組では演出による被写体の見え方等。

株式会社ファーストショット

スタジオ実習Ⅰ
放送業界で仕事をする上での心構え、発想の転換・感性を磨くために、スタジオ
での番組作りを通じて、カメラや照明などのスタジオ技術の関わりの重要性を理
解する。

株式会社日テレ・テクニカル・リソーシズ

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。



※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況

学校関係者評価委員会の意見をもとに、目標とすべきテーマを掲げ、校長や各学科で目標に向けて取り組み、達成状況に
対する意見を委員会でいただき、改善すべきところを改善している。例えば新型コロナ感染症対策をについてや、除籍退者
を減らすことなど目標としている。他に卒業生との連絡状況や、地域住民と学校行事との連携強化など、今後の課題も見え
てきている。

（９）法令等の遵守 法令・設置基準の遵守、個人情報の保護、学校評価、情報公開
（１０）社会貢献・地域貢献 教育資源・施設の活用、学生ボランティア活動、公開講座・教育訓練の実施
（１１）国際交流 海外研修、留学生の受入れ・在籍管理・就職指導

（６）教育環境 施設・設備の整備、インターンシップ、海外研修、防災体制
（７）学生の受入れ募集 学生募集活動、入学選考、学納金
（８）財務 財務基盤、予算・収支計画、監査、財務情報の公開

（３）教育活動 教育目標、教育課程、成績評価基準、資格取得の指導体制、授業評価
（４）学修成果 就職率、資格取得、退学率、卒業生の社会的評価
（５）学生支援 就職指導、学生相談、健康管理、課外授業、保護者との連携

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目
（１）教育理念・目標 理念、目的、育成人材像、特色
（２）学校運営 運営方針、事業計画、運営組織、意思決定機能

②指導力の修得・向上のための研修等

内容日時場所に関しては未定であり、下記案件を実施予定

日　　時：　令和6年１月下旬
タイトル：　指導技術・専門教育におけるＩＣＴの活用に関する研修
場　　所：　読売理工医療福祉専門学校　402教室
研修内容：遠隔授業の導入事例
教科との関連：分野全般での指導方法に活用に役立てる

日　　時：令和6年2月中旬
タイトル：臨床心理士による学生カウンセリングに関する研修
場　　所：　読売理工医療福祉専門学校
研修内容：未定
教科との関連：　分野全般での指導方法に活用

・インストラクションスキルの向上について研修
・東京都専修学校各種学校協会等加盟団体等の実施する研修会への参加

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
自己評価の客観性・透明性を高めるとともに、放送映像学科の関連業界、卒業生、保護者など学校と密接に関係する者の
理解促進と継続した連携協力体制の確保により、学校運営・教育内容の改善を図るため「学校関係者評価委員会」を設置
し、当委員会の意見を学校運営等の改善に活用するとともに結果を公表する。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等

日程：令和5年11月15日（予定）
　最新放送機器に関しての研修
　場所：幕張メッセ　国際放送機器展
　主催：一般社団法人電子情報技術産業協会
　内容：最新技術の展示説明を通して最新機材の情報収集
　参加予定：6名
　
その他計画中の研修等
映画テレビ技術者協会の実施するセミナーへの参加



種別

卒業生委員

保護者委員

地域委員

企業委員

企業委員

企業委員

企業委員

企業委員

企業委員

学校委員

伊藤　大輔
医療法人社団　愛友会　伊奈病院　医療技術
部　臨床工学科　係長

　令和4年4月1日
　～令和5年3月31日（1年）

（１１）その他
※（１０）及び（１１）については任意記載。

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（○ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）　公表時期　9月上旬　　1月下旬
http://www.yomiuririkou.ac.jp/about/

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

大庭　尚子 港区東部在宅医療相談窓口
　令和4年4月1日
　～令和5年3月31日（1年）

水落　清治 読売理工医療福祉専門学校　校長
　令和4年4月1日
　～令和5年3月31日（1年）

企業等の関係者が本校の全般について理解を深めるとともに、連携および協力の推進に資するため、本校の基本的情報
を含めた必要な情報を分かり易い形で、ホームページを通じて恒常的に提供する。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目

（１）学校の概要、目標及び計画 学校の育成人材像、特色、沿革

中村　孝之
公益財団法人　日本建築衛生管理教育セン
ター　業務部教務課　技術主幹

　令和4年4月1日
　～令和5年3月31日（1年）

(株)インターナショナルクリエイティブ
最高顧問

　令和4年4月1日
　～令和5年3月31日（1年）

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）
URL:http://www.yomiuririkou.ac.jp

（５）様々な教育活動・教育環境 学校行事、クラブ活動
（６）学生の生活支援 学生相談室、留学生相談室
（７）学生納付金・修学支援 学生納付金、奨学金制度

（２）各学科等の教育 定員、入学者数、在籍者数、教育課程、進級、卒業要件、目標資格
（３）教職員 教員数
（４）キャリア教育・実践的職業教育 キャリア教育、就職支援、インターンシップ

（３）情報提供方法

（８）学校の財務 賃借対照表、収支計算書
（９）学校評価 自己評価・学校関係者評価
（１０）国際連携の状況 海外研修派遣制度

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

小嶋　守 小嶋電工株式会社　専務取締役
　令和4年4月1日
　～令和5年3月31日（1年）

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
　　　令和4年4月1日現在

名　前 所　　　属 任期

渡部　俊一 読売理工専校友会　会長
　令和4年4月1日
　～令和5年3月31日（1年）

鹿毛　信一 河端建設(株)　工事部部長
　令和4年4月1日
　～令和5年3月31日（1年）

本田　章良 臨床工学科在学生　保護者
　令和4年4月1日
　～令和5年3月31日（1年）

杉田　明治 文京区礫川地区町会連合会　会長
　令和4年4月1日
　～令和5年3月31日（1年）

羽場　宏祐

http://www.yomiuririkou.ac.jp/about/
http://www.yomiuririkou.ac.jp/
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1 ○
社会人基礎力
講座

社会人として必要な基礎的な力を理解し、
「挨拶をする」「積極的に自分の考えを発
言する」など、チームで働く力や向上心を
伸ばし、就職に対する意識を高めます。ま
た、就職や将来の夢を実現するために、自
己理解を深めた上での書類の書き方、面接
での基本姿勢など、実戦形式も取り入れた
授業を行う。

１
後

34 2 ○ ○ ○

2 ○ 特別講義
各分野で活躍されている現場の方を講師と
して招き、今現在の仕事の様子や今後の動
向などを交えて講義する。

１
後

34 2 ○ ○ ○ ○

3 ○
マルチメディ
ア工学概論

動画圧縮などの基礎知識、実習でも用いる
撮影機器の記録メディアの種類や仕組みに
ついて必要な知識を理解する。

１
通

68 4 ○ ○ ○

4 ○ 基礎演習

パソコンのや実習で使用する機材の基本的
な使い方を学び、また、より自然でより効
果的なコミュニケーションスキルの向上を
はかる為に、「自己演出力」の修得を目指
すと共に、１年次にクラスでの活動や就職
指導、機器の説明などを行う。

１
前

34 2 ○ ○ 〇

5 ○
一般教養講座
Ⅰ・Ⅱ

基礎学力の向上と就職試験対策を目的とし
て、数学と国語の復習を行う。数学は式の
計算、展開・因数分解、平方根、方程式、
関数、相似、図形の面積・体積など。国語
は漢字の読み・書き、類義語・対義語、熟
語、同訓異字・同音異義語、新聞読解な
ど。

１
通

68 4 ○ ○ ○

6 ○ 海外研修

姉妹提携校であるオーストラリアのクイー
ンズランド州政府が運営するゴールドコー
スト技術教育専門学校で英語を学び、ホー
ムステイ等、異文化での様々な体験を通し
て、広い視野と国際感覚を身に付ける事を
目的とした海外研修を実施している。オー
ストラリアの歴史や文化に触れる海外研修
をしている。

１
後

34 1 ○ ○ ○

7 ○ 日本語講座

留学生を対象にした講座で、これから受
ける専門教育の授業内容を理解するために
必要となる日本語の基礎知識を学ぶ。内容
は、文法・文字・語彙・文章理解・作文な
ど。また、日本語能力に個人差があるの
で、各人の能力に合わせて日本語能力検定
の受験指導なども行う。

１
通

68 4 ○ ○ ○

8 〇
社会人教養講
座Ⅰ

社会人として第一歩を踏み出す学生の皆さ
んに役立つように、働くことの意味、社会
の仕組み、そして今の日本が抱える諸課題
について、分かりやすく解説します。

1
前

34 2 ○ ○ ○

授業科目等の概要

（工業専門課程放送映像学科）令和4年度
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
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企
業
等
と
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連
携



9 〇
社会人教養講
座Ⅱ

社会人教養講座Ⅰの内容をより深め、皆さ
んが学んだ専門知識や技術を存分に活用
し、有意義な社会生活を送って行くために
必要なノウハウを、アドバイスしていきま
す。

1
後

34 2 ○ ○ ○

10 ○
スタジオ実習
Ⅰ

①照明効果を理論と実技を通して学ぶ
②作品作りのノウハウ、楽しさを知る。
又、放送マスコミ業界で仕事をする上での
心構え
③発想の転換・感性を磨く
④カメラの先生との連携で照明の重要性を
学ぶ
⑤基本を繰り返し修練する

１
通

136 4 ○ ○ ○ ○

11 ○ 音声実習

テレビ番組においての音声の収音方法につ
いて、基本的な機器操作や技術を修得させ
る。担当教員の経験から各種番組のノウハ
ウを分かり易く説明し、全員が音声を担当
しても困らない程度の技術と知識を持った
人材を育てる。

１
通

68 2 ○ ○ ○ ○

12 ○
ノンリニア編
集

パソコンの操作に慣れながら素材の取り込
み・完パケ編集の基本操作を学ぶ。

１
通

68 2 ○ ○ ○

13 ○
ＥＮＧロケ取
材基礎

ＥＮＧカメラの使用法を最低限マスターす
る。

１
前

68 2 ○ ○ ○ 〇

14 ○
ＥＮＧロケ取
材実習

ＥＮＧカメラの使用をマスターする。
１
後

68 2 ○ ○ ○ 〇

15 ○
コンテンツ制
作Ⅰ

画像処理ソフトの代表的な「Photoshop」・
「 Illustrator 」 ・ 「 AfterEffects 」 ・
「Premiere Pro」を用いて、写真の加工や
イラスト作成、動画のエフェクト作成を行
い、それぞれのソフトの特徴を理解し、基
本操作を学ぶ。

1
前

34 2 ○ ○ ○

16 ○
コンテンツ制
作Ⅱ

コンテンツ制作Ⅰで学んだことを生かし、
「AfterEffects」と「Premiere Pro」を中
心に、より実践的な加工や動画の作成を行
う。動画完成までの手順や流れ、動画圧縮
方法などを理解し作品を完成させる。

1
後

34 2 ○ ○ ○

17 ○ 企画演出論

放送番組のスタッフとして、最低限知って
おくべき映像演出の技法を学ぶ。演出技法
の解説をした後にその技法が使われている
映画の１シーンを見せて、現場ですぐに生
かせる技術を判りやすく身に付けさせる。
参考作品を見せて分析・解説して映像作品
への理解を深める。

１
前

68 4 ○ ○ ○

18 ○ 企画演出実習
テレビ番組、映画の制作で使われる企画
書、脚本、構成案、スケジュール表などの
作成、指導をする。

１
通

68 2 ○ ○ ○

19 ○ 編集理論
映像編集に関する基礎知識を学び、編集の
面白さと奥深さを理解して映像への興味を
養う。

１
後

34 2 ○ ○ ○

20 ○
イ ン タ ー ン
シップ

企業等において、実際の現場を体験するこ
とを目的とした就業体験を行う。

１
後

34 1 ○ ○ ○ ○

21 ○ 技術基礎
映像、音声、照明などの機器を操作する

時に必要な電気の基礎的な知識を習得す
る。

１
通

68 4 ○ ○ ○

22 ○ 放送技術概論
放送分野で必要な、さまざまな技術的知識
を習得する。

１
通

68 4 ○ ○ ○



23 ○ テレビ音声
テレビ音声の役割を理解させ他の部署との
協調性を常に保つよう指導して1年間で音声
の基礎と機器の操作方法を習得させる。

１
通

68 4 ○ ○ ○ ○

24 ○
スタジオ実習
Ⅱ

スタジオでの番組制作について実践を通し
て学ぶ。様々なジャンルの番組を制作して
いく中で、番組制作のノウハウを学び、応
用力を付ける。対談番組ではサイズやカッ
ティングの基礎、バラエティーではアドリ
ブ性やハプニングに対する対応、音楽番組
では照明・音のチームワークやバランス・
サイズ等の構図、料理番組では演出による
被写体の見え方、等。

２
通

136 4 ○ ○ ○ ○ ○

25 ○
デ ジ タ ル エ
フェクト

アフターエフェクツ（アプリケーション）
を使って映像表現の幅を広げる。物づくり
の基礎と心構えを学んでもらう。映像のデ
ジタルでの扱いの基礎を学んでもらう。

２
通

68 2 ○ ○ ○

26 ○ 撮影技術実習
カメラや音声の技術知識だけでなく、撮影
時に必要な美術の知識も習得する。

２
通

136 4 ○ ○ ○ ○

27 〇
アートクリエ
イティブ実習

カメラの技術知識だけでなく、撮影時に必
要な美術や照明の知識も習得し、様々な技
術分野を実践的に行う。

２
通

68 2 〇 ○

28 ○ 番組制作論
番組制作に欠かせない製作過程においての
知識や、撮影現場での制作進行などについ
て、様々な作品を参考にしながら学ぶ。

２
通

68 4 ○ ○ ○

29 ○ ドラマ演出論
映像作品を制作する際に必要とされる、基
本的な演出技法を習得する。

２
通

68 4 ○ ○ ○

30 ○
ENG番組制作
実習I

主に取材用カメラを用いて、作品作りを目
的とした撮影実習を行う。
また、前期では取材カメラの機械的な特性
を活かした、技術的な撮影法を習得。また
併せて照明の基本的視点や奥深さ、空間照
明や間接照明の技法を学び、さらに色彩感
覚などの知識を得る。

２
前

68 2 ○ ○ ○ ○

31 ○
ENG番組制作
実習Ⅱ

ＥＮＧでの制作の総仕上げとして、これま
で学んだ撮影及び照明の技法や知識を深め
て、番組作りを企画の段階から行う。

２
後

68 2 ○ ○ ○ ○

32 ○
ノンリニアエ
ディティング
Ⅰ

編集ソフトの操作の修得、メディアからの
素材の取り込み、完成した物のＭＡ用の吐
き出しなどフィニッシング設定や操作につ
いて学ぶ。

２
前

68 2 ○ ○ ○

33 ○
ノンリニアエ
ディティング
Ⅱ

卒業制作などグループごとに撮影した素材
を用いて編集をして完成させる。

２
後

68 2 ○ ○ ○

34 ○ 総合演習

テレビ番組、映画の制作で使われる脚本、
コンテ、スケジュール表などの作成、指導
をする。後半は卒業制作の脚本作りを指導
する。

２
前

102 6 ○ ○ ○ ○

35 ○ 卒業制作
番組制作の総仕上げ、技術レベルを上げる
と共に、台本作成から編集、作品完成まで
を学生主体で実践する。

２
後

102 3 ○ ○ ○ ○

35科目 2312単位時間(      100単位)合計



２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

修得単位数の合計が66単位以上であること。原則として、選択科目を除き、設定
されている科目を全て受講しなければならない。また、必修科目は必ず単位を修
得しなければならない科目となっている。
選択科目：必ずしも履修しなくてよい科目

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 15週

（留意事項）

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。


